島警協第　５６ 　号

平成２３年 ６月 ７日
社団法人島根県警備業協会
会　　員　　　各　　位
社団法人島根県警備業協会

会長　吉　岡　健　二　郎

　　　暴力団等反社会的勢力との関係遮断に向けた具体策について（ご通知）
　各位におかれましては、当協会の運営にご協力を賜り厚く御礼を申し上げます。

さて、５月１２日開催した「平成２３年度暴力団等反社会的勢力排除対策協議会」におきましてご提案致しました標記のことにつきましては、当面の具体策として次のとおり実行いたしたいと考えておりますので、各位の事情に応じてご協力の程お願い致します。
なお、取引約款等への暴排条項の導入につきましては、下記３をご覧いただき、導入の促進に格別のご理解をお願い致します。
記

１　具体的対応
（１）「誓約書」の提出
　　会員代表者（県外本社企業の場合～支社長、支店長、営業所長）名による、会員が
暴力団等反社会的関係者との交友関係がない等を内容とする別添「誓約書」を作成の
うえ協会事務局まで提出をお願いします。
（〒　６９０　０８８７　松江市殿町２番地　県庁第二分庁舎　警備業協会宛）
（２）警備契約書に別添「暴排条項」の導入促進

　　　警備業法第１９条第１項の事前契約書面作成交付時に、別添「暴排条項」を明記し
た契約条項の書面を交付して理解を求めるようにお願い致します。

２　関係様式等について

　　上記「誓約書」の様式及び「暴排条項」を内容とする契約書の様式とも、当協会のホ

ームページに掲載しておりますので活用して下さい。
３　暴排条項導入促進について

（1） 必要性

　　　平成１９年７月３日犯罪対策閣僚会議において、「企業が反社会的勢力による被害を

防止するための指針」が政府指針とされ、企業は運営のルールとして、取引を含めて
反社会的勢力との関係の遮断をより徹底することが求められた他、社会的要請におい
ても従前より遙かに大きい情勢にあるためであります。

（2） 基本的ツールである

　　　取引の約款などに暴排条項を導入することは、反社会的勢力との関係遮断のための

基本的ツールであります。
（3） 暴排条項の導入は、裁判規範以前の場面で以下の機能が認められる

　　ア　導入により、対外的に明記することで、反社会的勢力の参入を抑制し、介入を未然に予防できます。　

　　イ　企業としてコンプライアンス宣言機能を発揮し社会的な意義を有します。

ウ　対応する担当者に対して、反社会的勢力との現場対応において、排除するツールとして大きな力となります。
（4） 裁判規範としての機能を発揮する

暴排条項を根拠として、裁判を通じて賠償責任を負うことなしに一方的に取引関係

を遮断できる他、具体的に損害が発生した場合には、相手方へ賠償請求等を主張できます。

誓　約　書

　私（代表者又は、営業所長、支社長等）　　　　　　　　　　　及び（会員事業所名）

　　　　　　　　　　　　　　　は、暴力団関係者との経済的取

引や金銭貸借関係及び付き合い等の交友関係は一切ありません。

　万一、不知のなかでそのような関係が明確になった場合は、即刻適正な対応によって関係を遮断する措置を講じます。

　また、当社の使用人の中に現に暴力団等をはじめとする反社会的勢力の関係者との上記関係が判明した場合には、即刻関係遮断の措置を講じます。

　上記各事項について、これを懈怠し、関係を継続していた場合には、当協会退会を含め如何なる処分を受けても異議を申し立てないことをここに誓約いたします。

　　　　　年　　月　　日

社団法人　

島根県警備業協会　会長　殿

所　 在　 地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
会員事業所名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　

警備業法第１９条第１項に定める書面契約に導入すべき「暴排条項」

～　依頼主が個人の場合　～
　警備業界においては、暴力団（含：準構成員）、総会屋、社会運動標榜ゴロ、特殊知能暴力集団（以下「暴力団等反社会的勢力」という）との関係遮断を強力に推進するため、お客様方と警備業法第１９条第１項に基づく、事前契約の締結に際して、次の契約条項を取り交わすことといたしております。何卒ご理解を賜りますようお願い致します。

（契約の締結の拒絶）

第１条　警備業○○○○は、依頼主△△△様が、暴力団、暴力団員、暴力団関係企業・団体又はその関係者、その他反社会的勢力（以下「暴力団等反社会的勢力」という。）の関係者であると認める場合及びその関係者との交友があると○○○○が認める場合、△△△様との本契約の締結を拒絶することと致します。

（契約解除）

第2条 警備業○○○○は、依頼主△△△様が次のいずれかに該当する場合、△△△様に
対して何らの通知又は催告をすることなく、本契約を解除することができるものといた
します。

1 △△△様が暴力団等反社会的勢力であることが判明した場合又は右関係者と密接
な交友関係が判明した場合

2 △△△様が警備業○○又はその従業員に対し、暴力的要求行為を行い、若しくは著
しく不当な要求により警備業○○の業務を妨害した場合
警備業法第１９条第１項に定める書面契約に導入すべき「暴排条項」

～　依頼主が法人・団体の場合　～

　警備業界においては、暴力団（含：準構成員）、総会屋、社会運動標榜ゴロ、特殊知能暴力集団（「暴力団等反社会的勢力」という）との関係遮断を強力に推進するため、お客様方と警備業法第１９条第１項に基づく、事前契約の締結に際して、次の契約条項を取り交わすことといたしております。何卒ご理解を賜りますようお願い致します。

（契約の締結の拒絶）

第１条　警備業○○○○は、依頼主△△△様及びその役職員の方が、暴力団、暴力団員、暴力団関係企業・団体又はその関係者、その他反社会的勢力（以下「反社勢力」という。）である場合及び同関係者と交友があると○○○○が認める場合、△△△様との本契約の締結を拒絶することと致します。

（契約解除）

第2条 警備業○○は、依頼主△△△様及びその役職員の方が、次のいずれかに該当する
場合、△△△様に対して何らの通知又は催告をすることなく、本契約を解除することができるものといたします。

①　△△△様及びその役職員の方が暴力団等反社会的勢力であることが判明した場合又は右関係者と密接な交友関係が判明した場合

3 △△△様の役職員の方が警備業○○○○又はその従業員に対し、暴力的要求行為を
行い、若しくは著しく不当な要求により警備業○○の業務を妨害した場合
